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都市環境負荷予測シミュレータの開発

-C02排出原単位モデルの構築とモデルの汎用化に向けた改良一

Development of a Simulator for Prediction of Urban Environmental Loads 
-Development of a Sub-Model for C02 Emission Unit Calculation and 

Examination for Generalization-

上野貴広＊l，仁科裕貴＊2，住吉大輔＊3，赤司泰義＊4，高口洋人＊5

Takahiro UENO, Yuki NISHINA, Daisuke SUMIYOSHI, YasunoriAKASHI, Hirota TAKAGUCHI 

We made a long-term prediction simulator of C02 emissions from 1975 to 2050 for Fukuoka City with system dynamics. 

In this simulator, C02 emissions are calculated by multiplying C02 emission units with amounts of activities. In our past 

research, we developed a calculation method of activities in detail. On the other hand, C02 emission unit calculation is 

not enough. Because we didn’t have a prediction method of them. Therefore we develop a model to predict C02 emission 

units in this paper. Moreover, there are various problems to apply this model to the other cities. Improvement of the 

model for generalization is shown in this paper. 
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1. はじめに

温室効果ガス排出量の大幅削減のためには，都市

の環境負荷を大きく削減することが不可欠である．

本研究は様々な環境負荷削減方策による都市環境

負荷の変化を長期予測するシミュレータを開発し，

実効的な政策の立案を支援することを目的として

いる．これまでの研究 1）で，福岡市における C02排出

量を長期的に予測するシミュレータの開発を行い，

その精度検証と改良また福岡市に適したシナリオ

の効果検討を行ってきた．

システムダイナミクス手法を用いた本シミュレ

ータは，産業ラ民生，運輸の各部門を，それぞれいくつ

かのセクタとして表現しラそれらの活動量（例えばオ

フィスの延床面積がどの程度あるか，等）に C02排出

原単位（例えばオフィスの延床面積 lm2あたりどれ

だけのco2を排出するか，等）を乗じて，それぞれの部

門の C02排出量を求めるものである．しかし，これま

でのシミュレータにおける C02排出原単位の計算

はラシステムダイナミクスによるモデル化ができて

いなかったため， C02排出原単位の実績値を直接入
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力していた．この方法では将来の予測が行えないた

め，将来のC02排出原単位については2010年のC02

排出原単位から変わらないものとして計算してい

た.C02排出原単位の変化を伴う対策（例えばPVパ

ネルの普及により単位延床面積当たりの住宅の

C02排出量が減少するような対策）による将来予測

について十分な検討ができていなかった．

また，今後は福岡市以外の都市に対してもシミュ

レータを適用し，政策検討を行っていく方針である

が，シミュレータの入力が煩雑で手聞がかかるとい

う問題も抱えている．

そこで、本報で、は，C02排出原単位を計算するモデ、ル

をシミュレータに追加し，実績値との比較によりその

再現性を検証した上で，C02排出量の削減に向けた政

策シナリオの検討を行う．加えて，他都市へのシミュ

レータ適用に向けた人口セクタと民生業務セクタの

簡略化に取り組む．

2. シミュレータ概要

シミュレータの全体像を図 1に示す．シミュレー

タはシステムダイナミクス手法を用いて都市の内部

要素間の関係を変数で表すものである．関係性の強

い変数群はセクタという概念でグループ化し，各セ

クタの計算結果が関連のある別のセクタに影響を

与えるように構築する．シミュレータではラ民生（家

庭・業務），産業（製造業・建設業），運輸（旅客・運
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図1 都市環境負荷予測シミュレータ



表 1 部門別活動量
部門分類 活同量 単位

民生 家庭部門 建て方別世帯類型別世帯数 ［世帯数］

部門 業務部門 業種別延床面積 [m] 

製造業部門 製造品出荷額 ［百万円］

建て方別着工戸数、 ［戸］、

産業
業種別着工床面積 [ml 

部門 建設業部門
建て方別世帯数、 ［世帯数］、

業種別延床面積 [m] 

建て方別解体戸数、 ［戸］、

業種別解体床面積 [m] 

運輸 旅客部門 輸送機関別輸送量 ［人km]

部門 貨物部門 輸送機関別輸送量 ［トンkm]

図2 都市システム内の因果関係の概念図

輪）の 3部門において環境負荷の影響が大きい項目

の活動量を計算している．各部門において活動量と

して算出している項目を表 1に示す．シミュレータ

で、は統計情報が揃っている 1975年を初年度として

2050年までの活動量を推計する．算出された各年の

活動量にう対応する C02排出原単位を乗じることで

各年の C02排出量が算出される．

シミュレータにおける変数間の因果関係の概念

図を図 2に示す．人口セクタを例に取ると，外部の都

市からの転入数は移住の魅力によって変化する．医

療水準が高いなど居住環境が良ければラ移住の魅力

は上がり人口は増加する．しかし，人口が増加すると，

人口密度が上がり居住環境が悪化するため，移住の

魅力は下がる．その結果，人口は減少することとなる．こ

のように，都市を多様な変数で構成される 1つのシス

テムとしてモデル化し都市の複雑な社会動態をシミ

ュレータに再現する．

変数の計算フローの例を図 3に示す．対象となる

変数（以下，目的変数）に影響を与える他の変数（以下，

説明変数）との因果関係は魅力乗数により表される．

魅力乗数は多様なグラフ関数で表される．例とし

て所得水準による転入率への魅力乗数を表すグラ

フ関数を図 4に示す．これは，所得水準の基準年比が

1.5の場合に転入率が 1.75倍になることを示して

いる．これらのグラフ関数は既往研究やアンケート

調査を基に実積値と計算値が合うように調整する．

図3 シミュレータ内の変数の計算フロー

2 
1.75 
1.5 
1.25 
1 
0.75 
0.5 
私立5
0 

設

図4 所得水準による転入率への
魅力乗数を表すグラフ関数

3. C02排出原単位モデルの開発

主

民生部門，運輸部門ラ産業部門において C02排出原

単位の計算モデ、ルを開発した．ここではラ民生部門，運

輸部門について概要を示す．

3.1 民生家庭部門

民生家庭部門においては建て方や世帯類型によ

って計 10種類に分割して計算しており，モデ、ル構築

作業が煩雑で、あることが課題であった．さらにラC02

排出原単位の推移は世帯の属性によらず同一であ

ったため，各世帯のエネルギー消費傾向の変化はモ

デ、ルに組み込まれておらず，種類分けする意味は薄

かった．そこで世帯類型を 1つにまとめ，用途別に

C02排出原単位を算出するモデルの開発を行った．

民生家庭部門 C02排出原単位の計算フローを図 5

に示す．民生家庭部門の C02排出原単位は，暖房，給

湯といった用途別 C02排出係数に用途別エネルギ

ー消費原単位を乗じて計算する．用途別 C02排出係

数はそれぞれラ暖房，給湯等の各用途における電気，ガ

スヲその他の燃料消費の割合により決定する．発電方

法（火力ラ原子力等）の割合によって C02排出係数が

大きく変わる電気についてはヲ発電方法別発電量を

民生部門のエネルギー消費量で、除して当該年度の

割合を求めている．また原子力，7kカラ新エネルギーの

発電量には実績値を用い，火力は民生部門の消費エ

ネルギー量から原子力，水力，新エネルギーの発電量

を差し引し1たものとする．
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図5 民生部門 C02排出原単位計算フロー
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図6 民生家庭部門 C02排出原単位
側実績値唱一計算値

1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年

図7 民生家庭部門 C02排出量

民生家庭部門の C02排出原単位の計算結果を図 6

に，C02排出量の計算結果を図 7に示す.C02排出原

単位は全ての用途において計算値が実績値の傾向

を捉えている．同様に C02排出量も計算値が実績値

の傾向を捉えている．

3.2 民生業務部門

民生業務部門では，暖房，給湯などの各エネルギー

使用用途の割合は業種によらず同ーとして，用途別

に C02排出原単位を算出するモデ、ルを開発した．こ

れは業種毎の用途別エネルギー消費量の統計デー

タが整備されておらず，その内訳を設定することが

難しいためである．

民生業務部門の C02排出原単位の計算結果を図 8

に，C02排出量の計算結果を図 9に示す.C02排出原

単位については，1976年～1986年にかけて，動力の
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図8 民生業務部門 C02排出原単位
関線実績値＋計算値

1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年

図9 民生業務部門 C02排出量

計算値が実績値よりも小さい.1986年以降は全ての

用途において計算値が実績値の推移を捉えてい

る.2005年までの C02排出量の計算値は実績値を捉

えているが，2006年以降は事離が見られる．要因と

して 2008年のリーマンショックがもたらした世界

的な経済活動の縮小による影響が挙げられる．魅力

乗数は過去の統計資料に基づき作成しているため，

こうした急激な経済変化には追従できず誤差が生

じたと考えられる．

3.3 運輸部門

運輸部門では，近年電気自動車（以下，EV車），ハイ

ブリッド自動車（以下，HV車）を普及させる動きが活

発化しており，こうした政策の環境負荷に対する影

響を把握できるようにする必要がある．また，鉄道に

ついても電気駆動が主流であり，電源構成による
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C02排出量への影響が大きい．そこで，自動車および

鉄道の C02排出原単位計算モデ、ノレの作成を行った．

運輸部門の C02排出原単位の計算フローを図 10

に示す．運輸部門においては自動車をガソリン車ラ

EV車， HV車の 3つに分け，鉄道を電気燃料と軽油

燃料の 2つに分けて，C02排出原単位の計算モデル

を開発した．ガソリン車の C02排出原単位の計算で

は，人口密度を説明変数とする魅力乗数を用いたモ

デルとした.EV車やHV車では，計算したガソリン

車の C02排出原単位を基に，ガソリン車に対するそ

れぞれのエネルギー効率比と電気の C02排出係数

の影響を加味して計算を行うモデルとした．

鉄道の C02排出原単位はラ電気鉄道と軽油鉄道に

分けて計算する．鉄道の C02排出原単位の計算は，電

仁二コ実績値

気車両数と軽油車両数の割合や，電気と軽油の C02

排出係数及びエネルギー効率の比に基づき行う．

旅客部門乗用車の C02排出原単位の計算結果を

図 11に， C02排出量の計算結果を図 12に示す．乗用

車の C02排出原単位はガソリン車，EV車，HV車の順

に大きな値となっているが 2000年頃から電気の

C02排出係数の増加によって EV車の C02排出係数

が大きく増加している.EV車やHV車の普及率が低

いためラC02排出量ではこれらの影響は小さい．

貨物部門鉄道の C02排出原単位を図 13にラC02排

出量を図 14に示す．鉄道では，1987年以降安定してい

る．軽油駆動に比べ，電気駆動の方がやや C02排出原

単位が大きい．鉄道部門の C02排出量の計算値は実績

値よりもやや大きい結果となった．

計算値 L--_1目的値

I 電気自動車の I 

I COz排出原単位 I 
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図 10 運輸部門 C02排出原単位計算フロー
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図 11 旅客部門乗用車の C02排出原単位
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4. シナリオの検討

開発した C02排出原単位の計算モデルを用いて

2050年までのシナリオの効果検討を行った．検討項

目の概要を表2に示す．

4.1 BAUシナリオ

特段の対策を取らず現状のまま推移していくと

した BAUシナリオの計算結果を図 15に示す.2015

年 6月現在，日本の原子力発電所は全て停止してい

るが，政府が今後も原子力発電を使用し続けていく

方針とすることを表明していることから，本研究で

の BAUシナリオは原子力発電を稼動させ 2010年

の発電量を 2011年以降も維持するものとしている．

BAUシナリオの計算結果は運輸部門では旧モデル

との差はあまり見られないが，民生部門と産業部門

では大きな差が生じている．

民生部門では，2005年以降旧モデ、ルに比べ C02排

出量が大きく計算されている．旧モデ、ルで、は電気の

C02排出係数として発電方法別の発電量の比率を考

慮、せず一定値を与えていたがう新モデ、ルで、は発電方

法別の発電量の比率をエネルギー消費量から算出

し，それに基づいて C02排出係数の計算値が変化す

るモデルとなった．そのため，電気の C02排出係数が

旧モデルより大きく計算された影響を受けて， C02

排出量も旧モデルより大きくなっている．

産業部門では終始旧モデルよりも C02排出量が

非常に小さく計算される結果となった．これは建設

表2 シナリオの概要
シナリオ 概要

BAUシナリオ
2011年以降も2010年の原子力発電による発電量を維持し、

現状維持で推移（旧モデルと新モデルの比較を行う）

原発0シナリオ
2011年以降の原子力発電による発電量を0とし、

発電量の不足分は火力発電により補う

2030年に再生可能エネルギーによる発電量が現在の

新エネシナリオ 約4.5倍（福岡市の目標）となるように一定の割合で増加、
2030年以降も同様の割合で増加

2015年以降業務用建築物が木造化し、炭素固定により

木造シナリオ 二酸化炭素が削減されるとする（耐周年数は20年とする）

毎年新築の50%、既存の1%が木造化するとして設定

鋭戦運輸部門（BAU) 輔灘民生部門（BAU) 鱗緩産業部門（BAU)

-A-運輸部門（｜日モデル）唱一民生部門（旧モデル）→ー産業部門（｜日モデル）
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図 15 BAUシナリオ

部門の C02排出原単位の計算方法の変更によるも

のだと考えられる．旧モデルで、は，建設部門の C02排

出原単位は一定としておりラ各年の変化に追従しな

い粗いものであった．改良後は各年の工事費予定額

等と着工面積から原単位を算出しており，改良後の

方が実際に近い値であると考えられる．福岡市の統

計では，2013年の産業部門による C02排出量は市全

体の約8%を占めているが旧モデルで、は約 17%を占

めていた．改良後の結果では，2013年の産業部門の割

合は市全体の約 5%であり，統計よりもやや小さいが

旧モデルと比べより統計に近い値が算出されてい

る．改良後の 2050年の C02排出量は 814万tとなっ

ており，旧モデルと比べ約 7%の増加となった．

4.2 原発Oシナリオ

原発 Oシナリオでは20日年以降原子力発電によ

る発電量がOの状態が継続することを想定して計算

を行った．再生可能エネルギーおよび水力による発

電量は 2010年以降一定とした．原子力発電の停止に

よる発電量の不足はうすべて火力発電により補うも

のとした．そのためラ2050年における火力発電の割合

は約 92%と非常に大きい.2050年の C02排出量は

1032万tとなり，BAUシナリオと比べ約 27%の増加

となった．

4.3 新エネシナリオ

新エネシナリオの計算結果を図 16に示す．新エネ

シナリオではラ福岡市の目標に基づいて 2030年まで

に新エネルギーによる発電量が 4.5倍になるものと

し，2030年以降も同様の割合で増加し続けるものと

想定した．新エネルギーによる発電割合は 2010年に

は約 3%であったが，2050年には約 13%まで増加す

る．計算結果では 2011年～2050年にかけて，BAUシ

ナリオの計算結果よりも C02排出量が大きく減少

している．これは新エネルギーの発電割合が増加し

た結果ラ火力発電の割合が低下し，電気の C02排出係

数が下がるためである．
郎日運輸部門（新エネ） 輔富民生部門（新エネ） 欝察器産業部門（新エネ）

寸告ー運輸部門（BAU) 4ト民生部門（BAU) ー←産業部門（BAU)
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図 16 新エネシナリオ
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4.4 木造化シナリオ

木造化シナリオでは 2015年以降に新築される非

住宅建築物のうち 50%を木造で建設する想定とし

た．またラ毎年ストックのうちの 1%が木造へと置き

換わるものとした．

木造化シナリオの C02排出量の計算結果を図 17

に示す．結果の差が小さいため縦軸のスケールを拡

大している．木造化シナリオではラ2015年から C02排

出量がわずかに減少しているものの，年が経つにつ

れて新築数が減少し，木造化される建築物の数が減

少するため， C02排出量の削減効果は小さい．新築だ

けでなく既存の非木造建築物の 1%が毎年木造化さ

れる想定のためラ非木造から木造に置き換わる建物

数は2015年が最も多く C02排出量の削減量も 2015

年が大きい．また，それらの解体が始まる 2035年以

降は解体時に放出される C02の量が新築による C02

削減量よりも大きくなるため C02排出量はBAUシ

ナリオよりも大きい．

木造化シナリオにおける 2050年までの C02排出

量の積算値は，BAUシナリオと比べ約 1%減少した．
織機BAUシナリオ 4 ー木造化シナリオ
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図17 木造化シナリオ

5. 汎用化に向けたシミュレータの改良

本章ではシミュレータの他都市への転用を可能

にするため，汎用化を目指して取り組んだ人口セク

タと民生業務セクタの改良について示す．

5.1 人口セクタ

従来の人口セクタの計算フローを図 18に示す．人

口セクタは人口数ラ出生数ラ死亡数ラ移動数の 4つの要

素で構成されており，出生数，死亡数，移動数に関して

は，変数となる出生率，死亡率，移動率とラこれら変数

に影響を与える魅力乗数で構成されている．従来は

これらの変数と魅力乗数が5歳階級ごとに設定され

ており，他の都市に転用した場合に多数の基準年値

や魅力乗数の設定に時間がかかるという問題点が

あった．そこで，人口数，出生数，死亡数の計算につい

て改良を行った．

改良した人口セクタの計算フローを図 19に示す．

従来の 5歳階級ごとの人口ストックをまとめ，魅力

乗数の削減を行った．改良した人口ストックは年齢

を大別し，年少人口（0歳～14歳）ラ生産年齢人口 1(15

歳～49歳），生産年齢人口 2(50歳～64歳），高齢人口

(65歳以上）の計 4つに絞った．また，これまで魅力乗

数により計算していた出生率と死亡率は，1975年～

2010年の実績値を入力値とし，20日年以降は2010年

の値で一定とした．これにより出生数ではストック

を6個ラ魅力乗数を 12個削減し，死亡率ではストック

を14個ラ魅力乗数を 6個削減できる

従来は5歳階級別のストック間の人口の移動は毎

年各ストックの人口の 1/5(I歳ごとに等分した値）

が次の年齢階級のストックに移動するよう設定し

図18 従来の人口セクタ計算フロー

図19 改良人口セクタ計算フロー
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図21 出生数の計算結果

ていた．しかし，改良後は 1つのストック内の年齢幅

が大きく広がるためラこれまでのようにストック間

の人口の移動数を年齢幅で等分計算すると，結果に

誤差が生じる．そこでラストック聞の人口の移動につ

いて従来と同様に等分した場合（以下，easel）と l次

関数を用いて計算した場合（以下 case2）の 2パタ

ーンについて検討を行った．

1次関数を用いた case2の計算方法のイメージ図

を図20に示す．図中の横軸の数値は，人口の実年齢で

はなく，各ストックの最初の年齢からの差を示して

いる．まず，初年度の各ストックの人口数をそのスト

ックの年齢幅で割り，各ストックの一年当りの平均

人口数を算出する．各ストックの平均値と最も人口

数が近い年齢をそのストックの初年度の年齢重心

として定める．次に 2つのストックの重心聞の人口

数が l次関数的に増加，もしくは減少していると仮

定する.2つのストックの平均値の差を重心聞の年

数で割って重心間の傾きを求める．最後に重心から

次のストックに移動する年齢までの年数を算出し

た傾きに乗じラ算出された増加数と平均値を合計し，

次のストックへの人口の移動数を算出する．

各ケースの総出生数ラ総死亡数の計算結果を図 21,

図 22に示す．総出生数，総死亡数ともに case2の計

算結果の方が easelよりも実績値と近い．

世田鍋総死亡数（実績値）ー←総死亡数（case1)ー←総死亡数（case2)
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図22 死亡数の計算結果

自由主主産人口1（実績櫨）ー←生産人口1(cas巴1) →一生産人口1(case2) 

由叩高齢人出（実績犠）ー←高齢入院（easel) ー←ー高齢人口（case2)

由時総人口（翼績髄） ート総人口（easel) -a-ー総人間（case2)
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図23 人口の計算結果

各ケースの人口数の計算結果を図 23に示す．等

分移動により計算した easelでは生産人口 1は実績

値に比べ減少がみられた．一方で高齢人口は実績値

に比べ増加しており，生産人口から高齢人口への人

口移動が大きくなり過ぎていることが確認できる．

そのため， easelでは出生に関係する 15～49歳の女

性人口が実際よりも少なくなり，出生数が実績値よ

りも小さく算出されている．また，高齢人口の増加によ

り死亡数は実績値よりも大きく算出されるため，総人

口も実績値より少なく計算されている．これらの理

由として，実績値では，生産人口内の人口分布が若年

側や中間年齢付近が多くなっているが，easelの計算

では等分しているため生産人口から高齢人口への

移動が，毎年実績値よりも多く計算され，生産人口の
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図24 民生業務セクタの各用途別建築の計算フロー

表3 民生業務部門用途分類

減少と高齢人口の増加がおこったと考えられ

る.case2では，1975年～2010年にかけて計算値は実

績値の推移を捉えている．

5.2 民生業務セクタ

民生業務セクタの計算フローを図 24に示す．シミ

ュレータでは用途ごとに各年の着工，解体，延床面積

を計算する．これまでは民生業務部門の用途分類を

「エネルギー経済統計要覧」 2）に基づき 7っとして

いた．しかし，これらの実績値の統計データに用いて

いる「固定資産概要調書J3）は 1987年や 1996年以

降いくつかの用途の延床面積を合計して記載され

ている．これまでは1996年以降のデータに関してはラ

前年の用途ごとの延床面積の割合に基づいて統計

の記載値を按分していた．按分作業は手間でありラ汎

用化に向けて民生業務部門の用途分類を 1996年以

降の「固定資産概要調書」に合わせた分類へと変更

した．その他にも他のセクタに与える影響が小さ

い飲食業セクタや卸小売業セクタは他セクタに統

合しラ新しく 5つの用途による分類を行った．改良前

後の用途分類を表 3に示す．ここでは新しい用途分

類のうちラ「木業務建築」と「事務所」の2つのセク

タの改良について示す．

木造業務用建築物において，木造建築の床面積は

非木造建築と比べ非常に小さい．そのため，これまで

のモデルでは非木造建築に含めていた．しかしラ近年

住宅のみでなくコンビニや低層ビルといった業務

用建築物においても木造化が進んでおり，木造建築

物の増減を予測することは重要である．そこで新た

に木造業務建築セクタを民生業務部門に加えた．

木造業務建築の着工・解体面積延床面積の計算結

果を図 25，図 26に示す．着工面積，解体面積ともに急

激な増減のある年は再現できていないが，実績値の

推移は捉えている．延床面積の計算結果では2010年

に実績値がやや増加している．
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一《一着工（実績値）＋着工（改良後）＋解体（実績値）＋解体（改良後）
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図25 木造業務建築着工・解体面積
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図26 木造業務建築延床面積

次に事務所建築セクタについて示す．事務所建築

セクタでは，「固定資産概要調書」の分類に合わせる

改良を行った．事務所建築の着工・解体面積，延床面

積の計算結果を図 27，図 28に示す．木造業務建築と

同様にラ着工面積と解体面積で急激な増減のある年

では実績値と誤差があるが，推移は捉えている．

5.3 改良セクタを用いた C02排出量予測

セクタの簡略化による C02排出量の計算結果へ

の影響を確認するために，改良したシミュレータを

用いて C02排出量を予測し，従来のシミュレータに

よる BAUシナリオの計算結果と比較した．比較結果

を図 29に示す.1975年～2010年にかけては改良前

後で差はほとんどない.2010年以降は運輸部門と民

生部門で改良後モデルによる C02排出量の計算結

果は改良前に比べて増加している．魅力乗数は 1975

年～2010年の実績値を基にグラフ関数を作成して

いるため，魅力乗数の入力値である伸び率の幅も

1975年～2010年の間にある値に限られる．しかしラ改

良後のシミュレータは入力値の伸び率がその幅を

超えた場合でも魅力乗数の値が変化しないため，改

良前後で差が生じたと考えられる．

6. おわりに

本報で、は，C02排出原単位モデ、ルの開発とシナリ

一土一着工（実績値）＋，着工（改良後）司令自解体（実績値） -aー解体（改良後）
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図27 事務所建築着工・解体面積
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図28 事務所建築延床面積
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図29 改良後の C02排出係数

シナリオの検討では，新エネルギーの発電量増加

による C02削減効果が大きく，BAUケースの C02排

出量から約 13%の削減となった．木造化シナリオで

は 1%の C02削減効果が得られた．

汎用化に向けたモデ、ルの改良で、は，人口ラ民生業務

セクタに対して簡略化や計算方法の改良を行った．

両セクタともにモデルの改良後も実績値の推移を

捉えていることが確認できた．
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